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第3次定員削減について

昭和50年 7月24 日行政監理委員会が， 昭和50年

度を初年度とする国家公務員の第 3 次定員削減計

画について， 計画を繰り上げ実施し， 5 1年度にお

いても50年度並みの厳しい削減を行うべきである

との提言を行政管理庁長官に行ったという新聞報

道があった。 これに対し総長は， 即日， 国立大学

協会の副会長として， 林会長と共に文部省岩間事

務次官を訪ね， 厳重に善処方を申し入れた。

さらに， 7月29日同計画について閣議決定が行

われたとの情報を得て， 同30臼， 国立大学協会林

会長， 同相磯副会長 および渡辺第6常置 委員長

は， 文部省岩間事務次官， 行政管理庁平井事務次

官および大蔵省竹内事務次官を歴訪し， 今 回の閣

議決定について， 大学職員の特殊性の尊重と新規

増員の促進など， 国立大学については特別の配慮

をすることを強く申し入れた。

教育実習に見られる最近の

傾向について

京都大学が教育職員免許法に基づき「学外協力

学校委託 方式」 によって 実施している 教育実習

は， 昭和25 年度に開始以来四半世紀を経過した。

この間教育学部は， 昭和47年 7月26日付「京大広

報」陥 74に「教育実習オリエンテーションについ

て」と題する報告を行ったが， 今 回は教育実習履

修をめぐる最近の傾向について報告する。 なお，

以下の履修学生数とは， 履修申込後実習学校決定

までに取り止めた者を除外した人数である。 ただ

し， 昭和50年度履修学生数については， 参加申込

京都大学広報委員会

数である。

1 教育実習履修学生数の多い京都大学

表1 にも示されているが， 本学はいわゆる附属
学校をもたないにもかかわらず， 国立の総合大学

では教育実習履修者が例年最も多いグループに属

している。

表1 東京大学， 名古屋大学， 京都大学における

教育実習履修学生数の年次推移

ょで1 東 京大 学 ｜ 名古屋大学 ｜ 京一
昭和 44 172 人 162 人 272 人

45 190 124 327 
46 298 251 408 
47 226 258 343 
48 318 288 358 
49 322 308 384 
50 313 342 415 

備考1 東京大学 ， 名古屋大学では， 教育実習の一部を附属学校 に 委託している。備考2 上記のほか昭和50年度 に おいて九州大学 198
人， 北海道大学 228人，東北大学 550人の 教育
実 習履修学生数を参考までに 記す。

2 出身学校等委託方式への転換

本学では， その当初から今日まで， 教育実習の

すべてを学外の協力学校に委託してきたのである

が， この間， 三たびその実施方法をかえざるをえ

なかった。 すなわち， 昭和25 年度以来1 9年間は教

育実習のすべてを京都市内の協力学校で実施する

「京都市内 協力学校 委託方式」であった。 しか

し， 昭和44年度からは， それに加えて教育実習履

修希望学生の出身中学校および高等学校などでも

履修できる「出身学校等委託方式」を併用してき
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た。 そして昭和49年度からは「出身学校等委託を

原則とする方式」に転換せざるをえなくなった。

その結果， 教育実習履修学生の増加とともに，

最近の協力学校数は 昭和43年の5倍にあたる250

校を越え， 学校の所在する都道府県は全国各地 に

ひろがり， そのために京都をはじめとして， 近畿

で教育実習 をうける 学生の割合も 減少しつつあ

る。（表2 参照） これは教員養成制度の行財政的

不備などに起因して全国的にたどっLてきた傾向で

もある。 なお， 京都では， 当面の問題の打開のた

めに， 悶和48年度から京都市教育委員会， 京都市

教職員組合および京都地区教職課程協議会（京都

にある30大学で構成）の三者によって協議が行わ
れ， 事態改善への努力が続けられている。

3 履修申込後の取り止め率は減少

昭和4 7年度には， 教育実習履修申込後の取り止

め率が高かったが， その後の努力により これは改

善されてきた。 しかし， 例年， 理科系の取り止め

率は， 文科系よりやや高い。（表 3 参照） なお，

取り止めとは， 履修申込後実習学校決定までに取

り止めたものである。 実習学校が決定し， 本学よ

り各実習学校に名簿を送付した後は， 実習学校で

実習実務が開始され， 実習委託に伴う経費支出の

対象となるので， これ以後取り止めた者は欠 席扱

いとなる。

4 実習学校は高等学校中心に転換

昭和49年度に「出身学校等委託を原則とする方

式」に転換してからは， 中学校で教育実習をうけ

る学生が減少し， 高等学校で教育実習をうける学

生が増えてきた。（表4 参照） それに応じて， 各

教科の教育および実習前のオリエンテーションを
充実させる必要がでてきている。（表5多照）

表2 京都大学の年度別教育実習履修学生数， 協

力学校数， 学校種別および地域分布

履道修生 協学
数
力校 品I＆�襲撃 内し近た畿学生で実数 習と年度

% 
昭和 人 校 校 校 。校 人 （必）25 40 8 4 4 1 40 (100.0 
26 158 13 5 8 。 1 158 000. 0) 
27 ?24 22 5 17 。 1 324 (100. 0) 
28 266 26 4 22 。 1 266 (100. 0) 
29 373 31 4 27 。 1 373 (100. 0) 
30 460 38 10 28 。 1 460 (100. 0) 
31 346 36 10 26 。 1 346 (100. 0) 
32 276 33 10 23 。 1 276 (100. 0) 
33 250 29 10 19 。 1 250 (100. 0) 
34 202 23 6 17 。 1 202 (100.0) 
35 184 24 7 17 。 1 184 (100.0) 
36 142 18 7 9 2 3 142 (100. 0) 
37 126 22 11 9 2 3 126 (100.0) 
38 166 22 11 9 2 3 166 (100. 0) 
39 193 28 15 11 2 3 193 (100.0) 
40 288 36 15 19 2 3 288 (100. 0) 
41 322 45 17 26 2 3 322 (100. 0) 
42 351 52 17 33 2 3 351 (100.0) 
43 341 53 17 34 2 3 341 (100.0) 
44 272 91 59 30 2 18 253 ( 93.0) 
45 327 123 73 49 1 26 286 ( 87.5) 
46 408 190 119 70 1 32 343 ( 84.1) 
47 343 134 82 50 2 30 287 ( 83.7) 
48 358 179 106 70 3 27 297 ( 83.0) 
49 384 238 153 82 3 41 300 ( 78.1) 
50 415 258 184 71 3 43 224 ( 54. 0) 

5 文学部， 教育学部， 理学部では卒業生の半

数前後が教育実習を履修

教育実習をうける学生は， 理科系学部の方がや

や多い。（表6参照） これを学部別に見ると， 文

学部， 教育学部， 理学部では卒業生の半数前後が

表3 年度別教育実習履修申込数， 実施数， 取り止め率

年度

昭和47 
48 
49 
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内 訳 1 ｜ 内 訳 2
申込数 ｜実施数 I �副 文 科 系 ｜ 理 科 系 ｜ 京都地区学校 面三土 生

申込数 ｜実施数1��� 1申込数｜実施数l��＊I申込数｜実施数I�め会 ｜申込数｜実施数匠め主
人 ｜ 人 I (%) I 人｜ 人I (%)1 人｜ 人I (%)1 人｜ 人｜ （%）｜ 人｜ 人｜ （%）421 I 343 I <1s. 5）川 164 I 139 105.2)1 257 I 204 1 (20.6)1 221 I 197 ICl0.9)1 200 I 146 1<21. 0) 

423 I 358 I (15.4) I 163 I 146 1<10.4)1 260 I 212 1<18. 5)1 233 I 192 107.6)1 190 I 166 102. 6) 
421 I 384 I C  8.8) I 163 I 152 I< 6. 7)1 258 I 232 1(10. l)I 71 I 67 I< 5. 6)1 350 I 317 I< 9. 4) 
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表4 年度別実習学校種別と実習学生数

履学 生修数
寸品.，＿一 校 種 �lj 1 良一品「4 校 種 Bリ 2 年 度 京実 都習地学区生学校 数 ｜｜ 実 出習身学学生 校 数 学中学 校生 実 習数 ｜｜ 学高等学生校 実 数習 I 養学 護学生校実 数習昭和 人 人 （必） 人 （%） 人 (%) 人 （%） 人 （必）47 343 197 (57.4 146 (42.6 144 (42. 0) 189 (55.1 10 ( 2.9 

48 358 192 (53.6) 166 (46. 4) 142 (3白.7) 204 (57.0) 12 ( 3. 4) 
49 384 67 (17.4) 317 (82.6) 94 (24.5) 283 (73.7) 7 ( 1. 8) 
50 415 66 (15. 9) 349 (84.1) 83 (20. 0) 325 (78.3) 7 ( 1. 7) 

表5 年度別教科別実習学生数

年度｜ 中 学 校 ｜－ 高 等 学 校 I ,-I諜
国語｜社 会｜ 矧 数学｜理科｜ 国 語 l �＊l i� I 地 理｜ 復基｜ 英語｜ 仏 語｜数学｜物理 ｜ 化学｜生物 同学 段業 ｜学校

��！ 1引 1引 1れ 5引 4剣山 1� i 11'1 i'I 1列 �I 引 副 l引 2� i lナ： �I引J48 I 8 I 17 17 49 I 51 7 20 I 21 I 2 I 12 I 23 I O I 61 I 16 I 20 I 18 I 2 I I 
49 I 7 I 19 I 14 I 25 I 29 I 17 I 34 I 19 I 0 I 13 15 1 85 I 36 I 43 I 18 I 2 I 0 I 7 

表6 年度別学部別教育実習履修学生数

学 部 （ ）内は全学部 中の労年 度 ｜ 一 一 ｜円 理 ｜ 薬 ｜ 工 ｜ 段 ？科系 1理 科系

Q�］l�11g���： ����山：盟自表7 年度別学部別卒業学生数・教育実習履修学生数｜ ｜ 文 ｜教 育｜ 法 ｜経 済 ｜ 理 ｜ 薬 ｜ 工 時段 （ 合 計
年 度｜翠ヨ夏｜藷直喜｜譲｜震｜豪閣一言l�， I藷！翠 ｜言語翠閣葱｜議 ｜ 喜昭和 ｜人 ｜人（%）｜人｜人（%）｜ 人灰（蕗）戸内列珂ス煽同開）同｜励）I 丈（別 人 内初

I 1911 95 I 511 26 I 2881 7 I 2091 11 I 2831 113 I 781 6、 I 9341 47\ 1 26引 38 I 2. 301 1 343 
I 1 (49.η I 1 (51.0)I I ( 2.4)1 I ( 5.3)1 1 (39.9)1 IC 7.7)1 I ( 5.0)1 ' I 14.2 I I 

I I 35 1 4 I I 14 I I 116 I I 11 I I 40 ' I 45 I i 358 必I 1961(42. 3 I 381 92. l)I 340 ( 4. nl叫（ 6.9)12461<47.2)1 741 (14.9)1 部門4.5) 2111<16.3) I 2. 2581(15.9) 
叩11(51 ��）I 381 (86古川 2おド25J< 5��）J 242J c4i��）I 68j03J)l 855 < 6��）l 232l<21:i)J 2. i���） 

備考教育実 習履修学生は4 回生 以上の学部学生だけでなく ，大学院学生 ，聴講生 も 含まれているので， 表 7の勿
はおおよその傾向を示すに とどまる。特に 教育学部の場合は教育職員免許状取得のための聴講生が多いので，

高率を示しているが，学部学生だけを見ると約50%前後である。（表8参照） なお，医学部学生 で教育実 習を履修した者はなかったので， 表には含まれてい ない。
表8 昭和50年度学部別， 学部学生・大学院学生・聴講生別， 教育実習履修学生数

ぷ？｜ 文 ｜ 教 育 ｜ 法 ｜ 経 竺L 理 上竺J 乙 段 ｜ 文科系｜理 土れヱ（
｜ 人｜ 人｜ 人｜ 人｜ 人 人 人 人｜人 （%）1人（%）人（%引学部 学 生｜114 I 22 I 12 22 I 97 1 22 35 1110(51. 4)1161(48. 6）同1( 79.8)1 

大学院学生｜ 5 ' 3 I 0 0 I 15 3 25 I 10 I 8(13. l) I 53(86.9)1 
3 講 ： 1 12� �� I l� I 2� I 11� I l� I 5� I 4� 11���：�： �；＼ぷ： ；院し。；： ；；1:r��務（倒2) (55. o) ooo. o)I (100. o) i (85. 8）ド70.0) （必3) <11. 8) I (87. 2） 伺2) I c川）
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教育実習をうけている。（表 7参照）

6 教育実習履修学生の15%は大学院学生

昭和50年度の統計だけでいえば， 教育実習履修

学生の80%が学部学生， 15%が大学院学生， 5 %

が聴講生である。 この場合大学院学生は理科系が

多く， 聴講生は文科系が多い。（表8参照）

7 教育実習履修率の高い女子学生

昭和49年度の教育実習履修学生 384人中女子学

生は69人（18.0労）で， これは卒業女子学生 145
人中の47.6%にあたる。 なお， 昭和50年度教育実

習履修学生 415 人中の女子学生は90人（21 . 7%) 

である。

8 教育実習の半数は 6月に実施

昭和43年度までは， 教育実習の実施は 7月と 9

月で・あったが， 昭和49年度に「出身学校等委託を

原則とする方式」に転換してからは， 5月から11

月までの各月にわたって実施されており， 特に6

月， 次には 9月， 10月に集中してきている。（表 9

参照） これは， 地域や学校種別に 関係なく見ら

れる傾向である。

｜年度I 5月 I 6月 i 7月 I 8月 I 9月 i 10� i 1rn I 
.� 1�：；rJ;:1�；引��1�1:i；�，��；�，��1�
9 教育実習単位の修得について

過去5 年聞を 見ると， 教育 実習に参加した者

で単位を修得できなかった者はなく， 単位の修得

率は極めて高い。

10 おわりに

昭和49年度以来， 顕著に示されてきている上記

の諸傾向については， 教職科目連絡協議会で報告

．討議を行った。

これは， まず， 今後の教職教育の内容充実の方

向に示唆を与えるものである。 次に， 教育学部教

務掛では， 教育学部の教務に関する業務以外に教

職教育の立案・実行業務， 学生に対する履修指導

業務， 各教職教育資料の作成配布業務， 実習協力

学校に対する委託業務， 各地 の教育委員会等関係

機関・組織との連絡・協議業務， 教育実習評価資

料の墾理業務， 単位修得の報告と委託金支払業務
などの事務量が飛躍的に増し， さまざまな支障が

でてきている。 これに対しては， 緊急に全学的な

協力を得て， 教職担当専門の教務掛を設け， 事態

の解決を図る ことが必要である。 （教育学部）

白馬山の家の夏季開設について

本学の学生および教職員の厚生施設として， 例

年夏季 および冬季に 開設されている 白馬山の家

を， 今夏も下記により開設しますので， 利用を希

望される方は， 直接体育会事務室まで申し込んで
くださし、。

この山の家は， 中部山岳国立公園白馬山麓の栂

池高原にあり， 雄大な北アルプスの峰々に囲ま

れ， 登山および避暑などに最適です。

なお， 建物は， 山小屋風の木造地上 2階地下l

階建で， 間取りはl階が食堂兼談話室， 2階が寝

室（ベッドで42名収容）， 地階が浴室， 乾燥室等

からなっています。

言己
悼＜ H: 

1 名 称 京都大学白馬山の家
必ずみ おたり ら〈に

2 所在地 長野県北安曇郡小谷村大字千国字柳

久保乙869 の 2

（交通機関）

国鉄大糸線「白馬大池駅」下車， 松本電鉄ノイ

ス「親の原」下車， 徒歩約20分

3 開設期間 7月20日（日）から 8月20日（水）

まで、

4 所要経費 1 人 1泊 使用料80円， 怯かに食

費等実費程度

5 申 込 み 運営に関しては， 体育会が窓口と

なっていますので， 申込みその他

利用に関する詳細は， 体育会事務

室（西部構内総合体育館内・電話

学内2574）に照会してください。

6 備 考 冬季開設は， 12月 10日（水）から

1 月 10日（土）まで， ならびに 2

月10日（火）から 4月20日（火）

までの予定。 （学生部）
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学生部長の交替について

山本常信学生部長は， 7月 1 日辞任された。そ

の後任として，西島安則教授（工学部・高分子構
造） が同日付けで新学生部長に発令された。

国立大学の定員その他に関する

国立大学協会の要望について

このたび国立大学協会会長から次のとおり報告

があった。

国大協総第60 号

昭和50年6月27日

各国立大学長殿

国立大学協会

会長 林 健太郎

要望書の処理について

去る6月16日間1 7日開催の第56回総会において

決議された各要望書については，それぞれ下記の

とおり関係方面に要望いたしましたので‘こや報告い

たします。なおそのうち特に文部省に対しては，

去る6月1 7日岩間事務次官（井内大学局長同 席）

に林会長，岡本， 相磯両副会長， 広根第 3 ，池田

第 4 ， 後藤第5 ， 渡辺第6 各常盤委員長が，外務

省に対しては去る6月18日堀文化事業部長に後藤

第5 常置委員長，井上第5 常置委員が，さらに人

事院に対しては去る6月19日藤井総裁（加藤人事

官， 尾崎事務総長， 茨木給与局長 同 席） に林会

長， 渡辺第6常置委員長， 太田第6常置委員が，

大蔵省に 対しては 同日 高木事務次官 （広江主計

官， 米沢主査同 席）に， また行政管理庁に対して

は同日平井事務次官に林会長，相磯副会長，渡辺

第6常置委員長がそれぞれ面談し要望の組旨を説

明し懇談したので申し添えます。

言己
宛 先

文部大臣ほか文部省関

係官，行政管理庁長官

ほか行政管理庁各関係

官，大蔵大臣ほか大蔵

省各関係官

2. 大学における課外 文部大臣ほか文部省各

要 望 書

1 .  国立大学の定員に
ついて（要望）

3 .  正課中における学

生の災害事故対策に
ついて（要望）

4 .  大学保健管理施設
の増設・充実につい
て（要望）

5 .  国立大学共同利用

研修施設設置に関す
る要望書

6 .  大学および大学院

関係官，大蔵大臣ほか

大蔵省各関係官，スポ

ーッ安全協会会長

文部大臣ほか文部省各

関係官，大蔵大臣ほか

大蔵省各闘係官

文部大臣ほか文部省各

関係官，大蔵大臣ほか

大蔵省各関係官

文部大臣ほか文部省各

関係官， 大蔵大臣ほか

大蔵省各関係官

文部大臣ほか文部省各
の奨学制度の拡充に 関係官，大蔵大臣ほか
ついての要望書 大蔵省各関係官， 日本

育英会会長
7. 学長の国際交流に

関する要望書

8 .  国立大学教官等の

待遇改善に関する要

望省について

文部大臣ほか文部省各

関係官， 大蔵大臣ほか

大蔵省各関係官，外務

大臣， 文化事業部長，
日本学術振興会会長

文部大臣ほカミ文部省各

関係官， 大蔵大臣ほか

大蔵省各関係官，人事

院総裁ほか人事院各関

係官

昭和50年6月17日

国立大学協会

会長 林 健太郎

国立大学の定員について（要望）

国立大学協会はこのたひ‘開催の第56回総会の決

議により， 昭和51年度予算編成にあたりわが国の

研究教育水準の維持発展に支障を来たすおそれの
ないよう，政府において総定員法のあり方につい

て検討を加えられ慎重な配慮をたまわりたく要望
いたします。

殊に国立大学は多数の常勤的非常勤職員を有し

ており， また大学，学部，附属病院等の新設，増

設に当たっては多数の定員を必要としますが，こ

れらの問題を現行法の枠内で解決することは極め

て困難な状況にあることを申し添えます。
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昭和50年6月16日

国立大学協会

会長 林 健太郎

大学における課外活動の振興に

関する要望について
国立大学協会は， このたび6月16日同17日開催

の第56回総会において別紙のとおり大学における

課外活動の振興に関する要望書を提出することを

決議いーたしました。

大学教育における学生の課外活動振興の重要性

にかんがみ特段のご‘配慮をたまわりたくお願L、い

たします。

大学における課外活動の振興に

関する要望

大学における課外の体育・文化サークJレ活動は

従来より学生の人間形成上にも大きい価値のある

ものとして評価されてまいりました。 したがって

学内のクラブ活動と大学の主催又はこれに準ずる
課外の行事については， そのー屈の振興策がとら

れるべきであると考えます。

1. 課外活動における顧問教官の地位の重要性と

これに見合う厚生補導買の増額について
国立大学協会においては， さきに学生サーク

Jレ部室の新営について2 回にわたり要望書を提

出いたしましたが， さらに当協会は
「教官と学生との聞のコミュニケーションの問

題に関するアンケート調査」集計報告（昭和4 7

年11月）

の中で， 課外活動が教官と学生との閣のコミュ

ニケーションに果たしている大きな役割を明ら

かにし， その中で顧問教官の課外活動に果たす

役割を高く評価してまいりました。 また，

調査報告：
「課外 活動中に おける 学生の 災害事故につい

て」（昭和49年11月）
においては， 災害事故の実態調査と防止対策につ

いて， 検討を重ね， ここでも顧問教官が大きい役

割を果たしていることを明らかにしております。

しかるに， このような重要な役割にもかかわら

ず， 顧問教官は種々の制約のため充分にその力量

が発律されないのは， 私ども日頃から遺憾に思っ

ているところであります。 そしてその難点の多く

は以下にのべるように財政的な面より生ずるもの

と思われます。 このため私たちは， 必要な予算的

配慮を要望するものであります。

大学における課外活動顧問教官は， 前掲の両調
査報告にもあるように

（イ） 学生団体の学内における活動全般に対する

助言指導

（吋 施設・設備の整備促進

付 対外的活動における助言

科 教官・学生間のコミュニケーションの促進
強化

帥 個々の課外活動分野での専門的知識の導入

等多面的な役割を果たし， その活動は課外活動を

促進する上に大きい地位を占めております。 この

ため顧問教官の積極的な活動を期待する声は学内

において 高まって おります。 ところが 顧問教官

は， その 責務を 果たすうえで 精神的には もちろ

ん， 物質的な側面においても多大な負担を強いら

れているのが実情であります。 と申しますのは，

もとより課外活動は学生の自主的活動ではありま

すが， 教師特に顧問教官は課外活動の教育的意義

にかんがみ教育的配慮を払いつつ可能な条件のも

とで種々の行事に加わって， その中で教官， 学生

閣の交流を発展させているのであります。 そして

そこでは， 当然旅費， 会合費その他の支出も必要

といたします。

更に， 課外活動， 特に体育系のクラブの場合で

は， 万全の注意にもかかわらず， 災害事故の発生

することは避けられず， その際顧問教官の立場は
微妙なものになってまいります。 当協会の調査に

よると， かかる場合には， 顧問教官は実際上その

経済的負担をも負わざるをえぬ場合が多いのであ
ります。

もちろん課外活動そのものは学生の自発的活動

でありまして， その中で起こる災害事故に対して

は， 別個の 対策がとられる べきでありましょう

が， 上のような立場に立つ顧問教官に対しては，

このような非常事態の生じた時にこそ， 大学とし

ては充分な活動を期待しなければならぬのは自ら

明らかな次第であります。

これらの諸点を御考慮の上， これに見合う厚生

補償費の増額をこの際切に要望いたします。

2. 課外活動中における災害事故対策について
なお， これとは別に， 課外活動中における災
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害事故の救済策につきましては， 大学における

学生健康保険・後援会等並びに， スポーツ安全

協会傷害保険等一定の考慮は払われてまいりま

したが， その普及率などについては， なおはな

はだ不十分の感があります。

また， 山岳遭難などについては， 平時から技

術の向上策など， とるべき手段もなお検討の余

地はあるものの， 一度事故が発生すれば大学で
は多くの場合， 緊急に対策本部を設け， 必要に

応じ連絡員や捜索隊の出動などの応急措置をと

らざるを得ません。

こうした場合， 山岳保険制度などの制度があ

りますが， 前記のスポーツ安全協会傷害保険な

ども含めて， 国の補助により保険料の引き下げ

により一層の普及をはかると同時に給付の増額

を促進されることを要望いたします。

昭和50年6月16日

国立大学協会

会長 林 健太郎

昭和50年6月 16日

国立大学協会

会長 林 健太郎

正課中における学生の災害事故

対策について（要謹）

国立大学協会は， 予てより正諜中における学生

の災害事故対策について検討を重ね昭和48年度以

降要望書を提出して参りましたが， その後これが

実現の方向へ検討がすすめられていることはわれ

われのひとしく感謝するところであります。 しか

しながら問題の緊要性にかんがみ， このたび重ね

て別紙要望書を提出いたしますので， 速かに要望

の趣旨が実現いたしますよう， 特段のご配慮をお

願＂＇＂、たします。

要 望 審

正課中における学生の災害事故

対策について

大学教育の拡充にともない， 体育・実験・実習

など正課中における学生の災害事故の増加は， 大

学運営上の困難な問題となっており， これに対す

てはならない大学教育の 特殊な 性格を 考えると
き， 教育実施の過程における不測の事故に対する

十分な対策を制度的に確立しておくことは， 緊急

な必要事であると考えられる。

国立大学協会は， 予てよりこの問題に関し， 各

大学における災害事故の実態を調査し， これに対

する対応策を検討してきたが， ここに下記基本方

針に沿い， 早急にこれが制度化を要望する次第で

ある。

記

1 対象を正課中における災害事故に限定する。

2 互助精神を基本にしてそのための制度化を進

める。

3 大学における実験・実習その他教育・研究の
特殊性を考慮し国の強力な財政的措置を要請す

る。

4 適用の範囲は学部学生， 大学院生， 研究生そ

の他これに準ずる者とする。

昭和50年6月16日

国立大学協会

会長 林 健太郎

昭和50年6月 16日

国立大学協会

会長 林 健太郎

大学保健管理施設の増設・充実

について（要望）

国立大学協会は， かねてより大学保健管理の重

要性と保健管理センターの増設・充実整備の必要

を認め， これが実現について要望してまいりまし

た。 すでに過半数の大学に保健管理センターが設

置され， 既設センターの一部に教授定員の配置が

実現する運びとなりましたことは， われわれのひ

としく感謝するところであります。 昭和51年度に

おし、ては， さらに一層の推進を期するため， 重ね

てここに別紙要望書を提出いたします。

つきましては， 本要望に対し， 特別の措置が講

ぜられ， これが実現について格段の配慮をされる

ようお願L、L、たします。

要 望 書
る対策の確立は， 教宮・学生いずれの側にとって 大学保健管理飽設の増設・充実
も重大な関心事となりつつある。 本来， 学問の進 について

歩に即応し， 各分野の専門的研究と結びつかなく 現在保健管理センターにおいては，一般的な保
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健管理業務すなわち健康診断，健康相談， 各種検

査， 予防接種，救急処置などのほかに， 現在最も

学内の関心事である精神衛生， 災害保障，公害防

止などの諸問題に直接関与する必要が生じ， その
業務はますます重大性を加えている。

ついては，このセンターの設立主旨に従って，

さらにこれの増設を急ぐとともに，独立的な機関

としてその業務を遂行するため，その長に専任の

教授定員を配置されたく，なお， その施設の整備

拡充とその経常費の増額および要員増員等あわせ

てご考慮を払われたく，ここに重ねて強く要望す

る次第である。
昭和50年6月16日

国立大学協会

会長 林 健太郎

昭和50年6月16日

国立大学協会

会長 林 健太郎

国立大学共同利用研修施設設置

に関する要望書
国立大学協会は， 予てより教員と学生の共同生

活を通じて， 教員と 学生の 融合をはかる ととも

に， 各学部聞ならびに，各大学閣の研究と教育の

交流をはかる目的をもって共同利用研修施設の設

置を要望してきましたが， 昭和47年度以降その一

部が実施の運びとなりましたことは，われわれの
ひとしく感謝するところであります。

つきましては， 別紙「共同利用研修施設設置計

画」の趣旨をとくと考慮され， さらにその推進方

につき特段の配慮をされるようここに要望いたし

ます。

共同利用研修施設設置計画

社会の発展に対応すべき大学の役割は， 日とと

もに重要となりつつあり， 大学もまたこの使命を

果たすため，あらたな態勢をととのえるべく改革

問題をとりあげて，研究ならびに教育の成果をあ
げようと努力している。 このためには従来の講義

形式のみならず教員ならびに学生が， すぐれた自

然環境のなかで共同生活を通じて一体となって相

互の研磨に努め，学部の自主性の上に立ちながら

も学部間の壁を取り除くとともに国内外の大学聞

の交流をはかり， 相互の融合接触を密にし， 研究

ならびに教育のあらたな態勢をととのえる必要が

あることはいうまでもない。

以上の目的を達成するため， ここに共同利用研

修施設の設置を計画するものである。

なお， この施設は，以上の目的に使用する余裕
を見て教職員の福利厚生施設にも利用する。

その設置要領は，つぎのとおりである。

共同利用研修施設設置要領

1. 事 業

この施設は， つぎの目的に使用する。

(1) 学生と教員の合宿研修

(2) 大学が必要と認める学外の実習・演習・体

育実技等

(3) 大学が認める課外活動

(4) 教員と学生の交歓行事

(5) その他大学が研究・教育上必要と認める事

業
2. 施設・設備

(1) おおよそ 200名が同時に宿泊できる施設と

設備

(2) 建物面積は， すべてを含め約 3, 000 m' 

(3) 敷地は， 右の目的を達成するために充分な

用地

3. 管 理

(1) 管理は，この施設を利用する大学のうち，

特定の大学がこれに当たり，これに必要な管

理要員を培員する。

(2) 管理の責任者は，管理にあたる大学の学長

または学生部長とする。
4. 設置場所

各地区に少なくとも 2ケ所を設置する。

昭和50年6月16日

国立大学協会

会長 林 健太郎

大学および大学院の奨学制度の

拡充についての要望書

大学および大学院の学生に対する奨学制度は優
秀な人材を確保して， これに高等教育の機会を保
障することによって，わが国の学術文化の発展に

不可欠な 役割を果たして きました。 しかしなが

ら， 最近における物価水準の異常な 上昇に比べ

て， 貸与金額の改善が著しい立ち遅れを示してい
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る現状は甚だ憂慮に堪えないと ころであります。

昭和50年度において改善の一部が実現した こと

はわれわれのひとしく感謝すると ころであります

が， なお下宿料・食費・図書費・交通費等の必要

経費の急激な増大に伴い， 奨学生の生活費にしめ
る奨学金の比率はますます低下し， アルバイトに

よってその不足額を補わざるを得々い学生がます

ます増加している実情であります。 このため一部

には学業に支障を来たし， 勉学を中断せざるを得
ない者さえ 生じて いる ことは 甚だ遺憾で ありま

す。

よって， このような事情に鑑み， 現行の奨学金

制度について 以下の 諸点を 改善・拡充 されるよ

う， 特段の配慮を要望いたします。

(1）学部および大学院の学生に対する貸与額を，

最近の物価上昇に 対応して 大幅に 増額された
L、。

(2) 優秀な資質の学生を確保できるよう， 奨学生

採用者の増員を図られたい。

昭和50年6月16日

国立大学協会

会長 林 健太郎

学長の国際交流に関する要望書

昭和48, 49の両年にわたり， 西ドイツとわが国

との大学の学長の相互招待による交流が行われ大

学制度大学の管理運営等について相互に理解を深

める ことができましたが， この ことは両国の大学

の管理運営の上に益すると ころが大きいばかりで

なく， 今後の両国の学術の交流の促進と， 両国間

の国際親善にも寄与すると ころが大きいものと思

われます。

国立大学協会は上 記の日独学長交流の成果にか
んがみ， 今後は交流の範囲を拡大して広く海外の

諸大学の学長とわが国の大学の学長との交流を活

発に行う ことが望ましいと考えるので， 本6月16
日開催の第56回総会において別紙の要望書を決議

L、Tこしました。

つきましては， 本要望の趣旨をご賢察の上， こ

れが実現について， 特段の御配慮をお願L、し、たし

ます。

要 望 書

工業大学長加藤六美ほか5 名の国立大学長が西ド

イツ政府の招待を受け， 西ドイツにおける大学の

視察並びに学長， 学術団体の理事者等との意見の

交換を行い， 次いで翌昭和49年 9月30日より10月

20日までの間， 西ドイツの学長団6名を 日本に招

待して， わが国の大学の視察と学長， 学術団体の

理事者等との意見の交換を行った。

この相互招待による交流は， 西ドイツ学長会議

と当国立大学協会との閣で計画が進められ， 両国

の政府及び学術団体の協力により実現を見たもの

で， 両国の学長が相互に大学の制度， 大学の行財

政， 大学の管理運営等について理解を深める こと

ができ極めて大きな成果を収めた。 この ことにつ

いては日独双方の参加者が， 今後の学術の交流の

促進と， 両国間の親善にも益すると ころ大である

と， その成果を評価している。

国立大学協会は， 上記の成果にかんがみ， 西ド
イツとわが国の学長との交流に止める ことなく，

広く海外の諸大学の学長との交流を行うよう努力

する所存であるが， 政府をはじめ学術関係諸国体

においても， 学長の国際交流を活発に行う方途を

講ずるよう努力せられたく， 差し当つては下記の

事項について実現を図られるよう要望する。

記

1. 招待国の政府が， 相互に放費その他の経費を

負担して実施する ことを原則とする大学の学長

の国際交流を毎年活発に行う こと。

2 .  昭和51年度以降の文部省予算に海外の大学の

学長1 0名以上をわが国に招待するために必要な

経費を計上する こと。

3. 相互に経費を負担して学長の国際交流を行う

方式が慣行化するまでの間， 交流の相手国の事

情に；tつては， わが国から学長若干名を海外の

大学に派遣する経費をわが国が負担するものと

し， そのために要する経費について予算措置を

講ずること。

4. 昭和50年度においても，予算の運用上可能な

範囲内で， 若干 名の学長をわが国に招待できる

よう配慮する こと。

5 .  各国の大学制度に相違があるので， 学長の国
際交流の実施は国立大学に限る ことなく， 弾力

性のある運用を図る こと。
昭和48年5 月20日より6月10日までの間， 東京 昭和50年6月16日
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会長 林 健太郎

昭和50年6月17日

文部大臣殿

国立大学協会

会長 林 健太郎

国立大学教官等の待遇改善に関

する要望書について

国立大学教官等の待遇改善に関し， この度当協
会第56回総会において別紙のとおり要望書が決議

されましたので， ここにこれを提出いたします。

つきましては， 国立大学教官等の待遇の現状と

その改善の緊要性にかんがみ， 右要望書の趣旨が

実現されるよう 特段の ご配意を お願L、L、たしま

す。

国立大学教官等の待遇改善に関

する要望書

国立大学教官の待遇は， その責務の重要性と特

殊性にもかかわらず， 公務員の給与体系の一環と

して甚だしく低い状態におかれていることは， 社

会の各方面において広く認められているところで

ある。 殊に現在， 高等教育の機会拡大の要請に対

処するため， 高等教育機関の計画的拡充が必要と

なっている状態のもとでは， 有為の人材を大学に

ますます多く確保することが急務であり， そのた

めにも， 大学教官の待遇改善をはかることが緊急

の課題であると思われる。 こうした点をふまえこ

こにつぎの諸点の実現方を強く要望する。

1. 大学教官に有為な人材を確保し得るよう俸給

水準を大幅に引きあげること。

学校教育法に定める職務内容によるまでもな

く， 大学教官は専門職者として学術研究に従事

し， 進歩発展しつつある内外の研究成果を摂取

するのみではなし研究水準を積極的に向上さ

せてし、く責務と同時に研究成果にもとづいて高
度の専門教育を行なう特殊かつ重要な社会的責

務を負っている。

人材確保法にもとづいて， 義務教育教員につ

いては大幅な待遇改善が行なわれた。 これに伴

い， 人事院勧告によって国立大学教官の俸給と

の調整措置がなされたが， それは未だ甚だしく

不十分で， 殊に下位等級者については早急に格

別な措置が必要である。

大学教官の俸給をその責務にふさわしい水準

に引きあげることによって人材確保を図り， あ

わせて義務教育教員の俸給との権衡を図ること
が社会的にみて公正妥当な 措置で あると考え

る。

2 .  助教授と講師の俸給表上の等級の一本化を検

討すること。

講師の職務は， 教授または助教授に準ずると

学校教育法に定められている。 また実態として

も， 講師の職務内容は， 助教授のそれと大差が

ない。 そこで， 現行俸給表における講師の 3 等

級格付けを助教授の 2 等級格付けに変更し， 両

等級の一本化を図る方向で検討されたい。

3 .  引続き， 中堅および若手教官の待遇を大幅に

改善すること。

一般公務員 および民間の 研究職員と 比較し

て， 国立大学教官の給与は， 中堅および若手層

でとくに低い。 これらの人々が研究と教育の重

要な担い手であることにかんがみ， 初任給の大

幅引上げをはかり， 昇給曲線を「中だるみ」か

ら「中ぶくらみ」に是正するよう措置すること
を考慮されたい。

4. 指定職の定数を増加させ， すべての部局長に

指定職を適用すること。

教官の給与を引上げるために指定職甲乙の制

度が昭和48年度より一本化されたが， 未だその

定数は少なく一部の部局長に適用されているの
にとどまる。

よってこのさい， 指定職全体の適用範囲と定

数を更に大幅に拡充するよう配慮されたい。 具
体的には， 大学の部局長の職にあるものについ
ては， 現行の管理職手当適用をやめて指定職を

全部局長にその在職期間中適用するように定数

を増加させる。

5. 管理職手当の適用対象を拡大すること。

近年， 大学における管理運営の職責がますま

す重くなりつつある実情を考慮し， 全学段階の

学生委員， 補導委員等の学内教育行政の激職に

あるものには管理職手当を適用するよう配慮さ

れたい。

6. 研究教育補助職員について待遇を大幅に改善

すること。
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大学における研究教育を十分に遂行するために
は， 大学特有の専門職である教務職員・技術職

員および図書館職員等の果たす役割は大きくと

りわけ近年， 研究教育または情報処理の機器が

極度に高度化・専門化してきたことなどからこ
れら職員の重要性がとみにましてきた。

にもかかわらず， これらの職員の待遇ははな

はだ低く， しかも給与に頭打ちが あることか
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ら， 有為の人材確保が 困難な状況にある。 こう

した問題を抜本的に改善するために， 別建ての

俸給表を新設し， あわせて俸給水準を大幅に引

き上げることを強く要望する。
昭和50年6月 17日

国立大学協会

会長 林 健太郎
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